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●四国管内の受信障害対策共聴施設 デジタル化対応率 ９３．８％
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受信障害対策共聴施設のデジタル化対応状況

県 施設数 対応済 対応率
未対応

計画あり 検討中

徳島県 ３６７ ３０３ ８２．６％ ４７ １７

香川県 ７９７ ７７９ ９７．７％ １３ ５

愛媛県 ２,０３７ １,９０４ ９３．５％ ９４ ３９

高知県 ４１０ ４０２ ９８．０％ ６ ２

四国 ３,６１１ ３,３８８ ９３．８％ １６０ ６３

(H22.12.31現在)

受信障害対策共聴施設

ビル等の建築物に放送電波が遮られて受信障害が
発生している地域において、当該建築物の所有者
等により障害対策として設置された施設



●四国管内の集合住宅共聴施設 デジタル化対応率 ９６．１％
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集合住宅共聴施設のデジタル化対応状況

県 施設数 対応済 対応率 未対応数

徳島県 ８,１８５ ７,３６０ ８９．９％ ８２５

香川県 １２,８９０ １２,８４５ ９９．７％ ４５

愛媛県 １７,１８５ １６,２９０ ９４．８％ ８９５

高知県 ７,８５５ ７,８１５ ９９．５％ ４０

四国 ４６,１１５ ４４,３１０ ９６．１％ １,８０５

(H22.12.31現在)

集合住宅共聴

集合住宅で、放送電波を受信する共同アンテ
ナを屋上に建て、各戸に放送電波を分配する
ために設置された施設



●四国管内の辺地共聴施設 計画策定率１００％ デジタル化対応率 ７０．１％
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県 施設数
デジタル化済数

デジタル化率
デジタル化計画数

改修・ケーブル
テレビ編入等

直接受信
補助事業
実施中 改修

ケーブルテレビ
編入

徳島県 ２８１ １６１ １５２ １ ８ ５７．３％ ０ １２０

香川県 ４６ ３３ ２４ ５ ４ ７１．７％ ５ ８

愛媛県 ５９２ ３９５ ２８９ ２９ ７７ ６６．７％ ３ １９４

高知県 ４５７ ３７６ ２７６ ３５ ６５ ８２．３％ ０ ８１

四国 １,３７６ ９６５ ７４１ ７０ １５４ ７０．１％ ８ ４０３

辺地共聴施設のデジタル化進捗状況表 (H22.12.31現在)

放送電波が山や丘陵によって遮られる地域に
対し、難視聴解消対策として設置された施設

辺地共聴施設



目標ライン９１％（２０１０年９月）に達していない

地デジ対応受信機の世帯普及率（各県別、各時期別）
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（注１） 統計データであるため、ある程度の誤差は想定される。その目安はサンプル数に応じて±２～５％前後。

（注２）（ ）内は前回順位

地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率 －都道府県別の状況－（９月浸透度調査）

目標ライン 91.0％
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全国平均９０．３％



デジタルテレビ出荷実績・販売台数

地デジテレビ国内出荷実績推移（JEITA統計)

薄型テレビの販売台数・前年同月比推移（BCN統計）

■ ２００９年４月～２０１０年１１月

（注） 上段は出荷台数、下段（）内は対前年同月比

2009年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月
2010年
１月

２月 ３月

81.6万
(123.9%)

80.2万
(125.0%)

109.4万
(130.7%)

118.0万
(142.7%)  

102.3万
(156.4%)     

113.8万
(133.6%)

115.8万
(166.6%)

152.3万
(156.6%)

239.2万
(169.8%)  

111.2万
(176.3%)     

139.2万
(173.3%)     

221.7万
(217.6%)

2010年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月

138.3万
(169.3%)

125.8万
(156.9%)

162.2万
(148.3%)

164.0万
(139.0%)

171.0万
(167.1%)

218.5万
(191.5%)

283.3万
(244.8%)

396.1万
(260.0%)

普及台数の目標と実績

普及実績
【速報値】

１億３１１万台
（2010年12月）

普及目標

８，６３０万台
（2010年12月）
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放送を通じた周知①（～６月３０日）

アナログ放送における
常時告知スーパーの訴求力強化

・各地域固有の課題や取組に応じた文言を
検討・表示

・文字の大きさ、輝度、表示間隔等に変化を
つけ、より視聴者の注意を喚起

アナログ放送画面を通じた徹底周知の実施

・民放では全番組に地デジ化移行促進用ムービングロゴを
一定時間表示

・在京民放キー局各社が行うアナログ／デジタル非サイマル
ＰＲスポットを倍増
・ＮＨＫではアナログ放送のスポット枠やミニ番組枠を順次、
デジタル化周知に移行 7



放送を通じた周知②（７月１日以降のアナログ放送画面）

７月１日～２４日正午

定期的に全画面スーパーもしくはブルー
バック等の「お知らせ画面」を短時間挿入

７月２４日正午～

ブルーバックの「お知らせ画面」に全面移行
（２４時までに停波）

カウント
ダウン
表示（※）

※文字の位置や大きさ等詳細は別途検討

７月２５日～

アナログ放送
終了まで
あと９日！
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●四国管内の地デジチューナー購入等支援事業 支援完了率 ６４％

9

（参考）

(1)  支援対象総数は、生活保護受給世帯＋障害者がいる世帯で、かつ世帯全員が市町村民税非課税、社会

福祉事業施設入居者であり自らテレビを持ち込んでいる世帯の合計。

(2) 各県生活保護世帯数

（徳島県：10,424世帯(11月末)、高知県：14,691(10月末)、香川県： 7,919 世帯(11月末)、愛媛県： 15,459 (11月末)

(H22.12.31現在)

県名 年度
申込受付 支援対象外 ﾁｭｰﾅｰ直送 工事完了 工事進捗率

① ② ③ ④ （③＋④）／（①-②）

徳島県

21 8,065 741 350 3,719 56%

22 2,940 234 99 1,154 46%

計 11,005 975 449 4,873 53%

香川県

21 4,716 571 238 3,042 79%

22 2,799 425 185 1,462 69%

計 7,515 996 423 4,504 76%

愛媛県

21 8,161 862 656 5,034 78%

22 5,036 611 235 2,221 56%

計 13,197 1,473 891 7,255 69%

高知県

21 6,081 652 434 3,322 69%

22 4,535 462 291 1,908 54%

計 10,616 1,114 725 5,230 63%

四国

21 27,023 2,826 1,678 15,117 69%

22 15,310 1,732 810 6,745 56%

計 42,333 4,558 2,488 21,862 64%



低所得世帯への地デジチューナーの支援 【支援拡大】

①ＮＨＫ受信料全額免除の世帯（H21からの継続）

②市町村民税非課税世帯（H22補正、23拡充）

市町村民税非課税世帯
全国約６５０万（想定）

ＮＨＫ受信料
全額免除の世帯
全国約２８０万

【支援内容】
「簡易なチューナーの無償給付」、「電話サポート」

・公的扶助受給世帯
・障害者であって世帯全員が市町村民税非課税世帯
・社会福祉施設入所世帯

【支援内容】
・簡易なチューナーの無償給付、アンテナ改修等
・訪問設置・操作説明
・共同受信施設やケーブルテレビを利用する場合は、デジ

タル化に伴う改修費のうち支援を受ける世帯の負担に相
当する額を給付

市町村民税非課税世帯への支援
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① アナログ（VHF）とデジタル（UHF）の電波の特性の違い等により大阪民放等が徳島県のほとんどの地域で安定的に見えない状況
② 国は昨年８月から区域外受信対策対象地区を指定（約３．１万世帯が対象）し、ケーブルテレビ加入費について上限３万円の支援
を実施中

③ 支援対象世帯約３．１万のうち対応済みが約１万で残り約２．１万の支援対策が必要
④ ＣＡＴＶ加入による月額利用料金の負担があるため、アナログ終了直前に加入を希望する人が多数となることが想定

地域固有の課題（徳島県区域外波受信対策の実施状況）

ＣＡＴＶ早期加入促進（利用料金の一定期間の減額又は免除を要請中）及び工事実施体制の確保

「市町村別地デジ最終年総合対策」を策定し、自治体、ＣＡＴＶ事業者、電器店等関係者が連携して取組中

11

市区町村
区域外波が受信
困難な世帯（地区

数）⑤

徳島市 4,857

鳴門市 3,978

小松島市 4,915

阿南市 8,204

吉野川市 3,207

阿波市 59

美馬市 250

三好市 316

勝浦町 18

石井町 120

松茂町 681

北島町 393

藍住町 1,075

板野町 724

上板町 1,322

つるぎ町 381

東みよし町 424

上勝町、佐那河内
村、神山町、那賀
町、牟岐町、美波
町、海陽町

0

計 30,924
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●新たな難視地区対策 対策策定率 １００％

遅れている課題への対応の概要（数値は全て速報値）

地デジを見るための受信環境の整備

県

総計 対策計画策定数 対策計画の手法

地区数 世帯数 地区数 世帯数 中継局等 ＣＡＴＶ加入 共聴施設
高利得受信
アンテナ等

（仮）衛星対策

徳島県 ２９ ５９５ ２９ ５９５ ２ １８ ０ １ ８

香川県 ３６ ４６７ ３６ ４６７ ４ ８ １１ １２ １

愛媛県 １４８ １，９２２ １４８ １，９２２ ３９ ２２ ５７ ２０ １０

高知県 １２６ ９３０ １２６ ９３０ ０ ６ ７９ ４１ ０

四国 ３３９ ３，９１４ ３３９ ３，９１４ ４５ ５４ １４７ ７４ １９

(H22.12.31現在)
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